
裁 ．一決

審査請 求人

処　 分　 庁

審 査 請 求
にかかる処分

書

W

横浜市鶴見福祉保健センター長

鶴サ第5  3 9 2号生活保護却下決定処
:分（住宅扶助の敷金等支給）

生活保護法による上記処分に対し、平成２０年３月２５日付けをもって審査請求人
から提起のあった審査請求について、次のとおり裁決する。　。　　　　　　　　　`

主　文

本件審査請求に係るﾉ横浜市鶴見福祉保健センター長が行った保護却下決定処分に
ついては、これを取り消す。

理　由

１ 事 ’実

考査請求人 － （以下 噛 求人）という．）が審洫庁に提出した審麌請求
書及び反論書並ぴに横浜市鶴見福祉保健センター長（以下「処分庁」という。）から
提出された弁明書及び関係書類に基づき、次の事実を衂定する。 ＼

（１） 請求人は平成１９年１２月からネットカフェに寝泊まりしていたが4 就労先
が年末年始の休みに入ることから生活に困り、反貧困助け合いネットワーク主
催の電話相談をしたこと。

（２） 平成１ ９年 １２月２８日、請求人は不動産仲介業者である

（以下「不動産仲介業者」という。）へ行き、請求
人が本件処分にかかるアパート（

四 以下（アパート丁とい う。）の紹介を受け、見積書を受領し

たこと。　　　　　　　　･ 。　　　　` 　　　　　づ

（３） 同日、不動産仲介業者へ行った後、請求人は請求人の代理人 四1 似、
下「請求人代理人」というＯ）及びNPO法人職員と共に、処分庁へ行き、処分

ｺﾞT



庁に生活保護の開始及びアパートに係る敷金等の支給の申請を行ったこと。一
（４） 処分庁は、請求人に対し、「働きによる収入の減少・喪失により最低限度の

生活維持困難なため」との理由により生活保護法（昭和２５年５月４日法律第

1/４ ４号。匸以下U 法）という。）による保護申請日からの保護の開始決定翩行

い√平成2jO 年１月１７日付けで、’通知書を送付したこと。　　 △
（５） 処分庁は、請求人に対し、敷金等の支給申請につい七、平成２０年１月２４

日付けで、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１
日社発第３ ４ ６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第６最低

＼生活費の認定－４住宅扶助-  (1) 家賃、間代、地代等のカおよびキに該当し
ないことを理由として、保護申請却下決定処分（以下「本件処分」という。）

を行ったこと。　　　　　　　 ＼　　　　　　　　　　　　　　 卜

２　 請 求 人 の 主 張　　 し　　　　　　 ‥

決 定 理 由 の 付 記 は 、 処 分 庁 の 判 断 の 慎 重 、 合 理 性 を 担 保 し 、 そ の 恣 意 を 抑 制 し つ

つ 、 処 分 の 相 手 方 の 反 論 や 弁 明 の 機 会 を 実 質 的 に 担 保 す る た め に 必 要 と さ れ て い る

も の で あ る が 、 本 件 処 分 の 通 知 に 付 記 さ れ て い る 内 容 か ら は 本 件 の 事 実 関 係 に あ て

は め て 、 具 体 的 に ど の 点 が 当 該 通 知 に 該 当 し な い か を 明 ら か に し て い な い た め 、 理

由 付 記 を 効 力 要 件 と す る 判 例 通 説 の 立 場 か ら も 、 取 消 を 免 れ な い 。 一

ま た 、 本 件 処 分 に は 事 実 誤 認 が あ る 。 第 １ に 、 処 分 庁 が 引 用 す る 局 長 通 知 力 は 「被

保 護 者 が 転 居 に1際Lr
ヽ･｡4,

鵞 と す る 場 合 川 こ関 す る 通 知 で あ る 。 諦 求 人 は ヽ
平 成 １ ９

年 １ ２ 月 ２ ８ 日 の 生 活 保 護 の 申 請 時 、現 に 保 護 を 受 け て い た 「被 保 護 者 」 で は な く 、

ま た 、 そ も そ も 住 居 が な か っ た の で あ り 「転 居 」 し よ う ど し て い た も の で も な い か

ら 、 通 知 力 は 本 件 と 無 関 係 で あ る 。　　　　　　　　　　　　　　　　 △　　 ▽

第 ２ に 、 局 長 通 知 キ に 該 当 し な い と す る 処 分 庁 の 理 由 は 以 下 に よ り 明 ら か に 誤 り

で あ るoJ 請 求 人 は 平 成 １ ９ 年 １ １ 月 末 日 に 、 家 賃 滞 納 に よ り ア パ ー ト の 退 去 せ ざ る
●　　　　　　　　　　　■　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

を え な く な り 、 同 年 １ ２ 月 １ 日 以 降 、 神 奈 川 県 川 崎 市 内 や 横 浜 市 内 の ネ ッ ト カ フ ェ

､　　　　　　1　　　　　　　　　　　 ”　 ‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　j.’　　　　φ二;
に お いT て 寝 泊 り を す る 生 活 を 継 続 し て い た 。 請 求 人 は 日 雇 い 派 遣 の 形 態 に よ り 就 労

●･ ●､ ●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
し て い た が 、 同 年 １ ２ 月 下 旬 に 至 り 所 持 金 が わ ず か と な り 、卜

ま た 年 末 年 始 の 稼 動 朱

ご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･j　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ’；
の 工 場 が 炸 み に 大 今 み と か ら 不 安 が 高 ま り 、 貧 困 助 け 合 い ネ ッ ト ワ 广 ク 主 催 の 電 話

相 談 を す る に 至 っ た 。 同 年 １ ２ 月 ２ ８ 日 に 、 不 動 産 仲 介 業 者 に 生 活 保 護 を 申 請 す る

予 定 を 伝 え 、 ア パ ー ト の 紹 介 及 び 見 積 書 を 受 け た 後 、 処 分 庁 に お い て 生 活 保 護 の 申
．　　　　　　ｌ　　　　　　、　　　　　　　　　。　` 　　　　’。 ゝ　　－　　　、ｊ 。

請 を し た も の で あ り 、 安 定 し た 住 居 が な く 、 住 宅 の 確 保 に 際 し 、 敷 金 等 を 必 要 と し

て い た の で あ る か ら 、 局 長 通 知 に 該 当 し な い と す る 処 分 庁 の 理 由 は 明 ら か に 誤 り で
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ある。　　　　　　　 。二

･よって、本件処分の取り消しを求める。

３　 処 分 庁 の 主 張　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 十

請 求 人 は 、 却 下 の 理 由 を 明 ら か に し て い な い に 等 し い か ら 取 消 し を 免 れ な い と 主

張 し て い る が 、 平 成 ２ ０ 年 １ 月･3 0 日 、 処 分 庁 は 、 請 求 人 に 対 し 局 長 通 知 第 ６ － ４

－ （ １ ）づ
ヵ に つ い て は 被 保 護 者 の た め の 取 扱 い で あ る こ ど 、 ま た キ に つ い て 、 請 求
■　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　 ●S　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　・

人 は 来 庁 し た 時 点 で は 、 既 に 処 分 庁 の 管 内 に ア パ ー ト を 確 保 し て あ る た め 、 保 護 開

始 時 に 住 居 の な い 要 保 護 者 に も 該 当･ し な い 旨 説 明 し 、 請 求 人 も 説 明 の 内 容 を 理 解 し 、

「今 後 の こ と は 請 求 人 代 理 人 に 柤 談 し て い く 」 と の 回 答 を 得 て い る た め 、 手 続 き 上

の 瑕 疵 は な い 。　　　　　　　　　　　　　　　 ｊ　　　　　　　 し

生 活 保 護 で 敷 金 が 認 定 で き る の は 、局 長 通 知 で 示 さ れ て い る 「保 護 開 始 時 に お い て 、

安 定 し た 住 居 の な い 要 保 護 者 （保 護 の 実 施 機 関 に お い て 居 宅 生 活 が で き る と 認 め ら れ

る 者 に 限 る６
） が 住 宅 の 確 保 に 際 し （以 下 略 ） 」 必 要 な 額 を 認 め て 差 し 支 え な い こ ど

と な っ て い る も の で あ る が 、 請 求 人 は 、 保 護 申 請 時 、 「ア パ ー ト を 確 保 し て いIる 」 と

の 申 し 出 及 び 生 活 保 護 申 請 書 に ア パ ー ト め 住 所 が 記 載 さ れ て い る こ と か ら 住 居 が 確

保 さ れ て い た こ と は 明 白 で あ る た め 、 局 長 通 知 に 該 当 し な い と し て 住 宅 扶 助 の 敷 金 等

の 申 請 を 却 下 し た も の で あ り 、 本 件 処 分 は 違 法 な も の で は な い 。

４ 判 断　　　　　　 ／　　　　　　　　　　　　　･ ．

本 件 審 査 請 求 に つ い で は 、 以 上 の 事 実 及 び 請 求 人 、 処 分 庁 の 主 張 を 踏 ま え 、 次 の

と お り 判 断 す る
○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．’

法第８条第１項は「保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の
需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすこ とができない不足分を補
う程度において行うものとする。」 定めている。

これは、保護の基準は、合理的な基礎資料によって算定された、より客観的な基準

を目指しているものである。この基準の種類には＝一般基準と特別基準があり、特別基

準は一般基準で測定したのではどうしても必要な最低限度の需要が満たされないと

いう場合に対し特別基準の設定をすることとなっている。これは、特定の被保護者に
対して実質的に他の被保護者よりも高い生活水準を保障しようとするものではなく、

一般基準によって実現されることが期待される最低生活の内容と同水準の生活内容
を実現するために、特殊な費用を必要とする特別な場合に設定されるものである。

ノ



上記法条に基づき、局長通知第６ －４－ （１）（平成２０年３月３１日社援発第Q

3 3 1 0  2 7 号による改正により驀７－４－（１））に示されている最低生活費の認
定のうち、住宅費の敷金等については、。「ヵ　被保護者が転居に際し、敷金等を必要

とする場合で、限度額（中略）以内の家賃又は間代を必要とする住居に転居するとき
は、限度額（中略）に３を乗じて得た額の範囲内において特別な基準の設定があった

ものとして必要な額を認定し七差つかえないこと。･ただし、近い将来保護の廃止が予

想され、その後に転居することをもって足りる者については、この限りではない」と
･し、また、「キ　保護開始時において、安定した住居のない要保護者（保護の実施機

関において居宅生活ができると認められる者に限る。）が住宅の確保に際し、敷金等
を必要とする場合でi 限度額（中略）以内の家賃又は間代を必要とする住居を確保す

るときは、限度額（中略）に３を乗じて得た額の範囲内において特別基準の設定があ

ったものとして必要な額を認めて差し支えない」とされている。

ど

これを本件処分についてみると、局長通知第(1) ヵは「被保護者が転居

の際し、敷金等を必要とする場合」であり、本件処分にかかる時点において、請求人
は現に保護を受けている被保護者ではなく、また転居する場合にも該当しないことか

ら、一本件処分にかかる理由としては関係ないことが認められる。
次tこ、局長通知第６＝４¬（１）キは、請求人が、「保護の実施機関において居住

生活ができると認められる者Tである」ダとともに、「保護開始時において、安定した住
居のない要保護者が住宅の確保に際し、敷金等を必要とする場合」に該当するかどう

かにかかるものである6　　　　　　　　　 ＼
請求人は、平成１９年１１月末日把、家賃滞納により東京都のアパートを退去して

から、同年１ ２月 １日以降、ネヅトカフエを拠点に生活を継続していたと推認され、
平成１９年１２月下旬に所持金がわずかになり、就労先が年末年始の休みに入り収入
が途絶えることから、同年１２月２ ８ 日に処分庁に生活保護の申請を行ったことが認

められる。当該申請に対しては、平成２０年１月１７日、処分庁は、申請日からの保

護開始決定を行い、その生活扶助の程度は居宅基準により認定しており、このことか
ら、処分庁は保護開始時から請求人は居宅生活ができると蒭め決定したものというこ

１　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●
とができる。　　　　　　　　　　　　　 ‥
次に、請求人が保護開始時において安定した住居のない要保護者であり住宅の確保
に際し、敷金等を必要とする場合に該当するかについては、処分庁は、請求人が保護

開始時に住宅が確保されていたかについて、不動産仲介業者との約束の状況、契約締

結の状況など、具体的かつ客観的な資料等に耳る検証に基づかないで、本件処分の判
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断を行ったと認められる。つまり、法にいう、「その他保護の種類に応じて必要な事

情を考慮した最低限度の生活需要を満たずに十分なものであって、且つ、これをこえ
ない」基準のうち、特別基準として貎定されるべき需要の有無の判断について、処分

庁は、客観的資料等のないまま、処分庁が主張する理由のみをもって本件処分に係る
判断をしたことに瑕疵があると認められるため、本件処分は不当である。

’なお、法では第２４条第２項に、「決定の理由を附されなければならない」との規

定があるが、記載の程度に関する規定はないことから、理由付記がその目的を果たせ
･る程度であるかどうかという判断が必要である。

本件処分め通知書には「平成１９年１２月２８日に申請のありました生活保護法に

基づべ住宅扶助のうち敷金等の認定については、次の理由により却下しますＯ」とし、
却下の理由として「生活保護法による保護の実施要領について（中略）第６最低生活
費の認定－４住宅費－､（！）家 賃、間代、地代等のヵおよびキに該当しないため」と

記載されており局長通知に該当しないことのみであり、該当事項について示していな
いことかち具体性に欠けており理由を付記する目的について十分であると言い難い。

以上、本件処分は取り稍されるべきとする請求人の主張に理由があることから、行
政不服審査法第４０条第３項により主文のとおり裁決する。　　　　　　　　　＼

ｌ 平成２０年５月１４日

神奈川県知事　 松

（教示）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ノ

この裁決について不服がある場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から
起算して３０日以内に、厚生労働大臣に対して再審査請求をすることができます（な

お、裁決があったことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、裁決が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると再審査請求をすることができなくな
ります。）。　レ

また、この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、この裁決の前提となる決定をした横浜市を被告として決定の取消しの

戸



訴 え を 、あ るい は神 奈 川 県 を 被 告 と し て こ の裁 決 の取 消 し の訴 えを 提 起す るこ とがで

き ま す （な お 、裁 決 が あっ たこ とを 知 っ た 日 の 翌 日か ら起算 し て ６ か月 以 内で あ って

も、裁 決 が あ っ た 日の翌 日 か ら起 算 し て１ 年 を 経過 す る と決 定及 び 裁 決 の取 消 し め 訴

えを 提 起す るこ と がで き な く な り ます 。 ）。

j･　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　－
厚 生 労 働省 所 在 地･　 〒100-8916　 東 京 都 千 代 田区 霞 ヶ 関１ 丁 目 ２番 ２号
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